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研究要旨 

仙台市若林区のプレハブ仮設居住者を対象として、プレハブ仮設から転居後の居住区分と健康

影響について分析した。「アテネ不眠尺度が６点以上の睡眠障害が疑われる者」の割合は、「新居に転

居」した者、「復興公営住宅に転居」した者で増加が見られた。「Ｋ６が 10 点以上の心理的苦痛が疑わ

れる者」の割合は、「新居に転居」した者だけで増加が見られた。「歩行時間が１日１時間以上」の割合

は、「防災集団移転団地に転居」した者で著しく減少していた。暮らし向きが「大変苦しい」と感じて

いる者の割合は、「復興公営住宅に転居」した者だけで有意な増加が見られた。 

 

 

研究協力者 

菅原 由美 東北大学大学院公衆衛生学分野 

遠又 靖丈 同 公衆衛生学分野 

渡邉  崇 同 公衆衛生学分野 

海法  悠 同 公衆衛生学分野 

丹治 史也 同 公衆衛生学分野 

 

Ａ．研究目的 

被災地域住民では、生活環境の変化がその後

の健康状態に影響することが示唆されている。

被災者健康調査の対象地域の１つである仙台

市若林区の応急仮設住宅（プレハブ仮設）は、

2016 年 10 月末で被災者への供与期間が終了し、

閉鎖された。これにより、プレハブ仮設居住者

は全員、新しい居住環境へ転居するに至ってい

る。 

本研究は、仙台市若林区のプレハブ仮設に居

住していた者を対象として、転居後の居住区分

がその後の健康状態に与える影響について分

析することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．解析対象者 

本調査における調査対象地区と対象者につい

ては本報告書の「被災者健康調査の実施と分析」

で詳述したので、ここでは省略する。 

本研究では、2014 年冬、2015 年冬、2016 年冬

に実施した仙台市若林区被災者健康調査の全て

に回答した対象者のうち、2014年冬の時点でプレ

ハブ仮設に居住していた 206名を抽出した。この

うち、2015 年冬と 2016 年冬の両調査で現在の居

住場所への回答が一致している 140 名を解析対

象として、転居後の居住区分とその後の健康影響

について分析した。 

なお、仙台市若林区の対象者全体における居

住環境の推移は図１に示した。 

２．調査方法および調査項目 

「被災者健康調査」では、現在の居住場所につ

いて質問している。回答は、「震災前と同じ」、「プ

レハブ仮設」、「賃貸」、「家族・友人・親戚宅」、

「新居」、「みなし仮設」、「復興公営住宅」、「防

災集団移転団地」、「その他」から１つを選択し

ている。 

本研究では、プレハブ仮設からの転居区分とし

て、「新居に転居」、「復興公営住宅に転居」、「防

災集団移転団地に転居」、「震災前と同じところに

転居」、「その他住宅に転居」に分けた。このうち、

「震災前と同じところに転居」、「その他住宅に転

居」は少数であったため、解析対象から除外した。 

また、本研究における調査項目は以下のとおり

である。 

・睡眠状況 

睡眠状況の評価には、「アテネ不眠尺度」を使

用した。「アテネ不眠尺度」はＷＨＯの「睡眠

と健康に関するプロジェクト」が作成した８項

目の不眠症の判定尺度である。設問は８項目

あり、それぞれに対する回答を０～３点で

数値化している。得点範囲は０～24 点で

あり、６点以上で「睡眠障害を疑う」と

評価される。 

・心理的苦痛 

心理的苦痛の評価には、「Ｋ６」を使用した。「Ｋ

６」はケスラーらによって開発された６項目か

らなる心理的苦痛の測定指標である。設問は６

項目あり、それぞれに対する回答を０～４

点で数値化している。得点範囲は０～ 24

点であり、10 点以上で「心理的苦痛が高い」

と評価される。 

・歩行時間 

現在の活動状況について「歩く時間は、１日平

均どれくらいですか。」と質問している。回答

は、「１時間以上」、「30 分～１時間」、「30 分
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以下」から１つを選択している。 

・暮らし向き 

「被災者健康調査」では、現在の暮らし向きにつ

いて「現在のくらしの状況を経済的に見てどう感

じていますか。」と質問している。回答は、「大変

苦しい」、「苦しい」、「やや苦しい」、「普通」か

ら１つを選択している。 

本研究では、転居後の居住区分（「新居に転居」、

「復興公営住宅に転居」、「防災集団移転団地に転

居」）について、2014年冬、2015年冬、2016年冬

の睡眠状況、心理的苦痛、歩行時間、暮らし向き

の推移を比較した。また、2014年冬と 2015年冬、

2015 年冬と 2016 年冬の割合の変化について統計

的検定（χ2検定）を行った（p1、p2）。 

 

３．倫理面への配慮 

本調査研究は、東北大学大学院医学系研究科倫

理審査委員会の承認のもとに行われている。対象

者には被災者健康調査時に文書・口頭などで説明

し、同意を得ている。 

 

Ｃ．研究結果  

１．居住環境の全体推移（図１） 

仙台市若林区の被災者健康調査は、プレハブ仮

設居住者を対象として、震災６カ月後の 2011 年

９‐10 月から半年ごとに調査を実施している。

2016 年 10 末、震災６年目を迎え、仙台市ではプ

レハブ仮設住宅が閉鎖された。従って、被災者

健康調査の対象者は全員がプレハブ仮設から他

の居住環境へ転居した。直近の 2016 年冬の調査

における対象者全体の居住場所は、新居 40.1％、

復興公営住宅 22.6％、防災集団移転団地 19.4％、

震災前と同じ 11.5％、賃貸・みなし仮設 4.6％、

その他 1.9％であった。 

 

２．プレハブ仮設居住者の転居後の居住変化

（2014年冬と 2016年冬の比較）（図２） 

2014 年冬の時点でプレハブ仮設に居住してい

た 206名について、転居後の居住場所を調査した。

その結果、「防災集団移転団地に転居」53 名

(37.9％)、「復興公営住宅に転居」52名(37.1％)、

「新居に転居」27名（12.6％）の順に多い割合で

あった。 

 

３．転居後の居住区分と健康影響（図３） 

プレハブ仮設から「新居に転居」、「復興公営住

宅に転居」、「防災集団移転団地に転居」の３つの

居住区分について、2014 年冬、2015 年冬、2016

年冬の睡眠状況、心理的苦痛、歩行時間、飲酒状

況、睡眠薬服薬状況、暮らし向きの推移を比較し

た。 

睡眠障害が疑われる者（アテネ不眠尺度が６点

以上）の割合の推移は、「新居に転居」した者は

2014 年冬 33.3％から 2015 年冬 29.6％、2016 年

冬 40.7％（p1=0.77、p2=0.39）、「復興公営住宅に

転居」した者は順に 38.5％、42.3％、48.1％

（p1=0.69、p2=0.55）となり、両区分ともに 2016

年冬の調査では増加していた。一方、「防災集団

移転団地に転居」した者では、順に 30.2％、35.8％、

30.2％（p1=0.54、p2=0.54）で、2015年冬に増加

したものの、2016 年冬は 2014 年と同程度の割合

に低下していた。 

心理的苦痛が高い者（Ｋ６が 10 点以上）の割

合の推移では、「新居に転居」した者は 2014年冬

22.2％から 2015 年冬 25.9％、2016 年冬 37.0％

（p1=0.75、p2=0.38）となり、経年的に増加して

いた。「復興公営住宅に転居」した者は順に 28.8％、

34.6％、28.8％（p1=0.53、p2=0.53）となり、2015

年冬には一旦増加したものの、2016 年冬は 2014

年冬と同程度の割合に低下していた。また、「防

災集団移転団地に転居」した者では、順に 9.4％、

7.5％、9.4％で、他の居住変化区分と比べて心理

的苦痛が高い者の割合が少なかった。 

 歩行時間が１日１時間以上の割合の推移は、

「新居に転居」した者は 2014 年冬 29.6％から

2015 年冬 22.2％、2016 年冬 33.3％（p1=0.53、
p2=0.36）となり、2015 年冬は減少したものの、

2016 年冬の調査では増加に転じた。一方、「復興

公営住宅に転居」した者は順に 26.9％、32.7％、

28.8％（p1=0.52、p2=0.67）となり、2015年冬は

一旦増加したものの、2016 年冬は低下した。「防

災集団移転団地に転居」した者では、順に 37.7％、

26.4％、26.4％となり、転居後に歩行時間が１日

１時間以上の者の割合は 11.3％減少していた。 

暮らし向きについて、「大変苦しい」と回答し

た割合の推移は、「新居に転居」した者は 2014年

冬 29.6％から 2015 年冬 7.4％、2016 年冬 7.4％

（p1<0.05、p2=1.0）となり、減少していた。「復

興公営住宅に転居」した者は順に 3.8％、9.6％、

30.8％（p1=0.24、p2<0.05）となり、経年的に割

合が増加していた。「防災集団移転団地に転居」

した者では、順に 11.3％、3.8％、7.4％となり、

転居前後で大きな変化は見られなかった。 

 

Ｄ．考 察 

本研究では、仙台市若林区のプレハブ仮設に

居住していた者を対象として、転居による居住

変化が健康状態に与える影響を検討した。 

睡眠障害が疑われる者（アテネ不眠尺度が６点

以上）の割合は、「新居に転居」した者、「復興公

営住宅に転居」した者で増加していたが、2014 年

冬と 2015年冬、2015年冬と 2016年冬のそれぞれ

１年間ごとの変化に統計的に有意な差は見られ

なかった。新居や復興公営住宅に転居した者では、
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転居後の生活環境の変化に慣れていないこと

に加え、転居によってプレハブ仮設で構築され

た近隣住民とのコミュニュケーションが減少、

不安が増加し、睡眠状況が悪化した可能性が推測

される。 

心理的苦痛が高い者（Ｋ６が 10 点以上）の割

合は、「新居に転居」した者だけで増加が見られ

たが、１年間ごとの変化に統計的に有意な差はみ

られなかった。「新居に転居」した者は、既に構

築されている地域住民のつながりに加わること

になるため、他の居住区分と比べて、緊張感、不

安感が多く、心理的ストレスとなっていることが

考えられる。また、周囲の環境に慣れるまでの期

間は、自宅に閉じこもりがちとなって、抑うつ状

態が増加したことも考えられる。今後、近隣住民

と少しずつコミュニュケーションが構築され

る機会を提供するような支援が望まれる。 

歩行時間が１日１時間以上の割合の推移は、

「防災集団移転団地に転居」した者で、経年的に

減少していた。この理由のひとつとして、防災集

団移転団地の立地場所があげられる。防災集団移

転団地の中には、最寄りの駅から遠く、公共機関

の利用が難しい場所がある。対象者は、転居後に

移動手段として自家用車の利用が多くなった可

能性がある。また、プレハブ仮設居住時には、習

慣的に活動を行なっていた者でも、転居後は地

理的な把握が不十分なため、活動量、活動頻度

が減少していることも予想される。さらに、近

隣住民とのコミュニュケーションが転居によ

り減少したことは、活動量の減少にも影響して

いると考えられる。 

 暮らし向きの推移では、「大変苦しい」と感じ

ている者の割合は、「復興公営住宅へ転居」した

者だけで増加し、2015 年冬から 2016 年冬の１年

間の変化では統計的に有意な差がみられた。復興

公営住宅は、自宅の再建が難しい人に提供される

賃貸住宅であり、住宅費による経済的負担が増加

したことが影響していると考えられる。一方、「新

居に転居」と「防災集団移転団地へ転居」した者

で「大変苦しい」と感じている者の割合は減少し

ていた。これらの居住区分に転居した者は、他の

区分の対象者と比較して経済的に余裕があり、転

居後も安定して生活再建が行えていることが推

測される。 

本研究は、震災４年目の 2014 年冬に仙台市若

林区のプレハブ仮設に居住していた者について、

転居後の健康影響を分析している。調査時点以前

にプレハブ仮設から転居した者は含まれていな

い。そのため、本研究の分析対象はプレハブ仮設

に長期間居住していた高齢者や障害者、失業者な

どの社会的弱者が多かった可能性がある。しかし、

プレハブ仮設から転居後の居住区分が、心身の健

康だけでなく経済的にも大きく影響することは、

明らかであり、本研究結果は意義のあるものであ

る。特に、復興公営住宅に転居した者は、睡眠障

害と暮らし向きの悪化が著しく、長期的な支援策

が必要であることが示唆された。また、新居へ転

居した者では、心理的苦痛の増加に加えて、経年

的に身体活動量の減少が見られ、メンタルヘルス

への支援とともに運動習慣を支援する取り組み

が必要であると思われた。 

本研究結果から、プレハブ仮設からの転居後の

居住区分が、被災者の健康に影響することが明ら

かとなった。東日本大震災の被災者にとって、

プレハブ仮設からの転居は大きな転機となる

ものである。新たな環境での生活が被災者の健

康にどのような影響を及ぼすか、長期的に追跡

調査を行う必要がある。 

 

Ｅ．結 論 

本研究では、プレハブ仮設居住者の転居後の

居住区分が対象者の睡眠状況、心理的苦痛、歩

行時間、暮らし向きに影響することが示唆され

た。プレハブ仮設から転居後も、それぞれの健

康課題に合わせた支援を継続する必要があると

考えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案取得 

  なし 

３．その他 

  なし 
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図１ プレハブ仮設居住者の居住環境の全体推移 

 

 
 

 

 

 

 

 

図２ プレハブ仮設居住者の転居後の居住変化（2014年冬と 2016 年冬の比較） 

 

 

                 
 

 

 

  

0.2%

0.2%

6.0%

8.3%

10.1%

11.9%

9.1%

11.7%

12.9%

11.5%

100.0%

99.8%

98.9%

96.7%

78.0%

69.4%

57.5%

49.2%

39.5%

15.0%

3.8%

0.2%

0.7%

1.1%

1.1%

1.2%

1.9%

1.2%

3.4%

4.0%

2.7%

14.5%

20.1%

22.4%

27.5%

30.4%

35.7%

37.4%

40.1%

7.6%

7.3%

14.8%

21.1%

22.8%

22.6%

0.8%

2.6%

3.6%

14.5%

17.5%

19.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2011年秋

2011年冬

2012年夏

2012年冬

2013年夏

2013年冬

2014年夏

2014年冬

2015年夏

2015年冬

2016年夏

2016年冬

震災前と同じ

プレハブ仮設

賃貸

家族友人親戚宅

新居

みなし仮設

復興公営住宅

防災集団移転団地

その他

未回答

プレハブ仮設, 

100.0%

震災前と同じ, 

2.1%

新居, 12.6% 復興公営住宅, 

37.1%

防災集団移転

団地, 37.9%

その他, 3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年冬

2016年冬

その他*；賃貸住宅、家族・友人・親戚宅、その他



－ 100 － 

 

 

 

図３ 転居後の居住区分と健康影響 
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歩行時間≧１時間の割合の推移 

 
 

 

 

 

 

心理的苦痛≧10点の割合の推移 

 
 

 

 

暮らし向き「大変苦しい」の割合の推移 
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